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明

説
明

説
明

252,247

状
況
変
化

実施計画当初（平成21年～）からの状況変化

事
業
費
の
実
績

計（Ａ＋Ｂ） 千円 239,699 245,284

2.18

人件費（Ｂ） 千円 9,696 14,601 14,804

この事業にかかる職員数 人/年 1.40 2.15

3,000

一般財源 千円 156,232 155,506 161,003

その他 千円 3,564 3,546

国庫支出金 千円 63,540

道支出金 千円 6,667

起　債 千円 0

（評価年度決算見込） （予　算）

237,443直接事業費（Ａ） 千円 230,003

64,622 65,040

7,009 8,400

0

230,683

単位
21 年度 22 年度 23 年度

備　考
（決　算）

１年間で助産施設を利用した人の数（実数） 実績 0 1

助産施設入所者数 人 目標 1 1

貸付資金等の斡旋 件

1

実績 26,833 27,433

ひとり親家庭等年間医療費助成額 千円 37,000 37,000

母子寡婦福祉資金等の斡旋を行った件数 実績 73 59

目標 36,418

目標 80 80 80

392

25  年度年度

実績 352

相談件数 件 目標 350 350 350

１年間に家庭児童相談員、母子家庭相談員が相談に応じた件数　（実件数）

63.3

活
動
指
標

名　称 単　位 21 年度 22

22 年度 25  年度

問題解決に結びついた相談件数の率
(家庭相談員と母子自立支援の合計)

％ 目標 50.0 50.0 50.0

21 年度

問題を解決することができた相談の件数/相談件数 実績 51.0

成
果
指
標

名　称 単　位

目
的

ひとり親家庭が、安心して子育てができ、そのこどもが健やかに育つこと

５
ヶ
年
の

施
策
展
開

母子及び寡婦福祉法など、制度の見直しにあわせ有効な手段を行えるよう自立にむけた支援を行っていく。

関連施策

現
状
と
課
題

本市は離婚率が高い状況にあるが、ひとり親家庭を取り巻く環境は年々複雑さと困難さを増しており、社会の変化に対応しなが
ら将来の自立に向けての方策を模索しなければならない状況にある。このため、本市では母子自立支援員や家庭児童相談員を
配置して、増加するひとり親家庭の自立のための経済的、精神的な支援を行っている。

総
合
計
画
体
系

分　野 2 保健・医療・福祉

政　策 2 子どもたちの健全な成長を支援します

施　策 3 総合的な子育て支援体制の整備を促進します

評価担当部署 教育部　こども課 課長（主幹）名 渡邊　祐子

実施計画事業名 母子家庭等自立支援事業 評価対象年度 平成

整理№ 85 事 業 評 価 シ ー ト

22 年度



【１次評価】

年 月 日

【内部評価委員会】

意
　
見

母子家庭等自立支援事業 最終更新日 平成 23 4 22

総
合
評
価

Ａ 概ね問題なし
＜２次評価者の視点からコメントを記入する＞

１次評価のとおり取り進めること。

母子相談、家庭相談が年々増加し、その内容も複雑・多岐にわたっていることから、相談員の研修等参加の機会を
確保し、質の向上を図る。
就業支援に向けた研修の実施や情報提供など、関係機関と連携した取組みを強化する。
ひとり親に対する国・道・市の各種支援制度を周知するとともに、法改正等に留意しながら適切な事務処理に努め
る。

【２次評価】

コスト効率 ａ成　　果 ａ 細事業の構成

細
事
業
の
構
成
・
進
め
方

細事業の改廃や新規細事業の必要性はないか

ａ

ａ 細事業の進め方 ａ

総
合
評
価

Ａ 概ね問題なし
＜Ａ～Ｃ判定を受けての今後の方針、問題点に対する改善策などを記入する＞

コ
ス
ト
効
率

無駄なコストが発生していないか、投入した予算や人員に見合った効果が得られているか

ａ 　ａ　問題なし　　ｂ　改善の余地がある
＜ｂ の場合は、具体的な細事業名などを挙げ、問題点を記入する＞

各細事業の進め方について、市民との協働、他団体等との役割分担の見直し、環境への配慮など、改善の必要性はないか

ａ 　ａ　問題なし　　ｂ　検討の余地がある　　ｃ　早急な改善が必要

 
＜ｂ またはｃ の場合は、具体的な細事業名などを挙げ、問題点を記入する＞

成
 
 

果

成果指標の単年度の目標値は達成できたか（単年度の目標値がない場合は、長期的な目標値を達成できそうか予測）

ａ 　 ａ　目標達成　　　ｂ　ほぼ目標どおり　　ｃ　目標達成できず（目標値と大きな差がある）
＜ｃ の場合は、なぜかを分析して記入する＞

　ａ　問題なし　　ｂ　検討の余地がある　　ｃ　早急な改善が必要
＜ｂ またはｃ の場合は、具体的な細事業名などを挙げ、問題点を記入する＞


